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ソーシャルメディア時代の
新たなマーケティング手法

　近年、Twitterを主な舞台としてアクティブサポー
トに取り組む企業が増加しつつある。
　そもそもアクティブサポートとはどのような取り
組みを指すのか。“アクティブサポート”という言葉
の名付け親であり、本誌2012年2月号～ 7月号の連載

「アクティブサポートのススメ」の著者であるコミュニ
ケーション・デザイナーの河野武氏は、「お客さんの
問い合わせを待つことなく、企業側から歩み寄る新
しいサポートの形」（連載第1回）、「疑問や不安、とき
には不満を抱えている消費者をソーシャルメディア上
で発見し、企業自らが能動的に、彼らに直接語りかけ
ることで問題解決を図るもの」（『Twitterアクティブサ
ポート入門』2011年9月、（株）インプレスジャパン）な
どと定義している。ただし最近では、疑問や不安、不
満といったネガティブなものだけでなく、自社に関連
するポジティブな情報、例えば自社商品・サービスに
対する賞賛などもサポートの対象としている企業が多
いので、これらを含めて広義のアクティブサポートと
考えることもできるだろう。
　従来、ソーシャルメディアのマーケティング活用に
おいては、自社のTwitterアカウントやFacebookペー
ジなどを通じて何らかの情報発信を行い、それを起点
に生活者とのコミュニケーションを行って、情報の拡
散を狙うものが中心となっていた。生活者からの問い
合わせ受付に活用するケースも見られたが、これにつ
いてはコンタクトセンターの対応チャネルが増えただ
けという見方もできるだろう。
　一方、アクティブサポートは、生活者の発信が起点
であり、しかも誰に向けたとも言えない“つぶやき”を

探して、これに対応する取り組みである。ソーシャルメ
ディアが企業、生活者といった属性の違いにとらわれ
ないフラットなコミュニケーションの“場”であることを
考えると、企業と生活者のコミュニケーションのあり方
として、むしろあるべき姿に近いと言えるかもしれない。
　今回の特集では、すでにアクティブサポートへの取
り組みをスタートしている企業のケーススタディなど
を通じて、その実態と効果に迫ると同時に、将来的な
可能性を探った。

Twitter の普及に伴って
アクティブサポートに取り組む企業も

増加傾向に

　オフィス用品通販サービス「アスクル」を展開する
アスクル（株）では、東日本大震災により配送体制な
どが大きく混乱し、さらに顧客対応のメインチャネル
である電話やeメールが機能不全状態に陥ったことを
きっかけに、Twitter上でのアクティブサポートを開
始。当初は同社への不満や意見への対応が中心であっ
たが、その後、軸足をサポートからコミュニケーショ
ンに移し、ユーモアを交えたやり取りで“アスクルファ
ン”拡大を図っている。
　検索サービス「NAVER」や無料電話・eメールアプ
リ「LINE」の提供などを手掛けるNHN Japan（株）では、
2009年5月、「NAVER」の提供開始に先立って、Twitter
上でのアクティブサポートをスタート。当初は新サー
ビスの訴求を目的とする取り組みであったが、現在で
はWebサイトの問い合わせフォームを運用するカスタ
マーサポート部門と役割分担しながら、各種提供サー
ビスの疑問や不満への対応を行っている。
　（株）ドミノ・ピザ ジャパンでは、Twitterの公式アカ

ウント取得・運用開始から間もない2010年5月にアクティ
ブサポートをスタート。マーケティング部門、商品開発
部門、お客さま対応部門など、複数の部門に属する正
社員スタッフが、曜日別に対応するかたちで、臨機応
変な“血の通った”コミュニケーションを実現している。
　2010年末からTwitterのマーケティング活用に取
り組んでいる（株）ニッセンでは2012年4月、新たな
Twitterアカウント「ニッセンカスタマーサポート（@
nissenCS）」の運用を開始。同アカウントでアクティブ
サポートを行うことにより、お客さまの不満の解消を
図っている。さらに今後は施策効果を検証するための
指標づくりなどにも取り組んでいく意向だ。

継続的なコミュニケーションが
中長期的なファンづくりにつながる

　アクティブサポートはソーシャルメディア全般に通
じる概念であり、Twitterに限らず、例えばFacebook
やGoogle＋、さらにはブログなども対象となり得る。
しかし、現状ではその公開性や検索性、またサポート
を行った際の波及効果の高さなどからTwitterに限定
して対応している企業が多く、今後もその傾向は当分
続くものと考えられよう。
　社内のどのような部門がアクティブサポートを担当
すべきかについては、施策の目的をどこに置くかで見
解が分かれる。疑問や不安、不満の解消を目的とする
狭義のアクティブサポートであれば、従来からその任
を担っていたコンタクトセンターなどのカスタマー
サービス部門が、これまで蓄積してきたノウハウやス
キルをソーシャルメディア向けにアレンジして対応す
るのが効率的であり、また、対応全体の整合性もとり
やすく、効果的であると考えられる。しかし、さまざ
まな話題でのやり取りを通じて生活者との新たなコ

ミュニケーションを構築していくことを目指
すのであれば、企業全体のコミュニケーショ
ン戦略をつかさどるマーケティング部門など
が、社内のさまざまな部門と連携しつつ対応
することが望ましいと言えよう。
　企業が発信するメッセージについては、ほか
のマーケティング・コミュニケーションと同様
に、発信する情報が正確であることが前提なの

は言うまでもない。その上で表現については、企業人
として最低限の敬語を使いながらも、そのソーシャル
メディアの特性や対象となる投稿のレベルや雰囲気に
合わせて、あまり“堅く”なり過ぎないようにするべ
きであろう。また、対応の効率化を図るためにテンプ
レートなどを用意することは、ソーシャルメディア上
でのやり取りが1対1対nのコミュニケーションである
ことを考えると、「また同じことを言っている」と思わ
れる恐れがあるため、対応の方向性を示すガイドライ
ンの用意程度にとどめておいた方が望ましい。
　アクティブサポートの効果については、狭義のアク
ティブサポートであれば、対応・解決件数の測定や対
象者へのアンケートなどによりある程度の検証が可能
であるが、生活者とのコミュニケーション強化を目指
す広義のアクティブサポートでは定量的な検証は難し
い。従ってROIを検証することも困難だが、今回特集
でインタビューにご協力いただいた（株）トライバルメ
ディアハウス 代表取締役社長の池田紀行氏が「『やろ
う』ということになったら、次に効率という話があるは
ずなのに、先に効率という話になるのは順番が違うと
思います。しかしそうは言っても、かけられるコスト
には制約があって当然ですから、まず担当者1人でやっ
てみるなど、小さく始めて、少しずつ前進していけば
いいのではないでしょうか」と指摘するように、取り組
み自体を否定する理由とはならないであろう。
　少なくとも、一般生活者が利用する商品やサービス
を提供している企業、その中でもソーシャルメディア
上に自社の商品やサービスに関連する投稿が一定量以
上存在している企業にとって、アクティブサポートが
何らかの施策効果を生み出すことは間違いない。特に
継続的なコミュニケーションによる中長期的なファン
づくりを目指す企業にとっては、トライする価値のあ
る施策であると言うことができるだろう。

親身な語りかけが
企業と生活者の距離を
縮める
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アクティブサポートを手掛ける
以上、最低限取り組むべきはソー
シャルメディア上で発見された
不満、不安といった“不”の解消。
しかし、その可能性は、これらの
領域にとどまらない。良好なコ
ミュニケーションを継続して信
頼感を醸成していくことができ
れば、マイナスをプラスに転換
し、中長期的なファンづくりにつ
なげていくことも期待できる。
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【図表】対応フローや必要となるスキルセットの違い
従来のカスタマーサポート
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コピペすると一目瞭然なの
で悪い印象を与えてしまう

字数などの制約がある中で、
親しみやすさも重視される

既存のメールテンプレートはあらゆる
ケースを 想定して冗長になりがち

これを最速でやるためのスキルを磨いてきた
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※本誌2012年4月号  P.33「アクティブサポートのススメ」（河野武氏）より転載
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